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　平成 28年度国民健康保険税納税通知書について

　世帯内に１人でも国民健康保険加入者がいると、世帯主が納税義務者
となります。これを擬制世帯主 (ぎせいせたいぬし)といいます。７月上
旬に国民健康保険加入者がいる世帯主の方に、国民健康保険税納税通知
書が郵送されます。
支払方法
　１年間の国民健康保険税を８期に分けて納付書もしくは口座振替に
てお支払いいただく「普通徴収」と、お受け取りになる年金額からあらか
じめ日本年金機構が保険税を差し引いて町に収める「特別徴収」の２通
りの方法があります。年金からお支払いいただく「特別徴収」は、申請す
ることで「普通徴収（口座振替）」に変更することができます。

　納め忘れにご注意を

　国民健康保険は、病気やけがをしたとき安心して医
療機関や薬局にかかれるように、加入者の皆さんで普
段からお金を出し合い、お互いに助け合っていこうと
いう制度です。
　加入者の皆さんに負担していただく保険税は重要
な財源です。安心して暮らしていくために、必ず納め
ましょう。

　国民健康保険の医療費は、医療技術の
高度化や加入者中の高齢者の割合が上昇
することにより、年々増加しています。そ
の一方で、それに見合った保険税収入が
確保できず、恒常的な財源不足が続いて
います。この不足を補うため、毎年、町の
一般会計から繰入金という形で赤字補て
んをしています。
　一般会計は町税を主な財源としている
ため、赤字補てん額をこのまま増やし続
けることは、国民健康保険に加入してい
ない方への住民サービスにも大きな影響
を与えます。

　国民健康保険医療費の現況　
平成 28年 4月から国民健康保険税率の
改定・課税限度額の引き上げ
　現状のままでは医療給付費の増加など国
民健康保険財政が危機的状況を迎えます。
持続可能な医療給付を行うため、被保険者・
保険医・公益を代表する委員で構成する「国
民健康保険運営協議会」で検討し、保険税率
の改定案を作成しました。議会では、改定率
３.３４％（前年：3.49％）の提案が可決さ
れ、保険税率を改定します。また、法律など
の改正により課税限度額について、基礎課
税額２万円、後期高齢者支援金等課税額２
万円をそれぞれ引き上げ、課税限度額の合
計額が８５万円から８９万円になります。

　国民健康保険税の均等割額の軽減措置
拡大として、５割軽減の対象となる世帯
の軽減判定所得の算定について、被保険
者１人当たり２６万 5,000 円（5,000 円
増）に引き上げます。２割軽減の対象とな
る世帯の軽減判定所得の算定について
も、被保険者１人当たり４８万円（１万円
増）に引き上げ、低所得者の負担緩和を図
ります。
　世帯主（世帯主が国民健康保険加入者
でない場合も含む）、その世帯の国民健康
保険加入者および特定同一世帯所属者の
総所得金額などの合計が下表の基準以下
の場合は、均等割額が軽減されます。

国民健康保険税の軽減措置の拡大

平成28年度 国民健康保険税

問合せ　住民課　　557―7578

※75歳になると…国民健康保険加入者が 75歳になると、誕生日当日から後期高齢者医療制度に加入となり、国民健康保険の　
　　　　　　　　  資格を喪失し、誕生月分からの後期高齢者医療制度の保険料を納めることになります。

※国民健康保険税は、医療給付費分、後期高齢者支援金等分、介護納付金分を合算した金額です。
　なお、介護納付金分は４０歳から６４歳までの方が対象です。
※所得割の税率、１人当たり均等割額は、７月に郵送される納税通知書に同封される「国民健康保険のしおり」で確認してください。

年税額 ＝ 94,700 円 ＋ 25,800 円 ＋ 42,100 円 ＝ 162,600 円（国民健康保険税）

【国民健康保険税の計算例】

　　所得割額 ＝ 課税標準所得額 × 所得割の税率
　　均等割額 ＝ １人当たり均等割額 × 加入者数

※ 特定同一世帯所属者とは、後期高齢者医療制度に移行する直前の医療保険が国民健康保険の方です。
※（　）内は、平成 27年度の金額です。

＜例＞夫（58歳）前年給与収入 222 万円（所得額 137 万 4,000 円）、妻（56 歳）前年収入なし
　　　課税標準所得額 ＝ 前年総所得金額など（137 万 4,000 円） ― 基礎控除額（33 万円） ＝ 104 万 4,000 円

区　　分

所得割額 1,044,000 円×4.86%＝50,738 円

22,000 円×2人＝44,000 円

50,738 円＋44,000 円≒94,700 円
（100 円未満切り捨て）

1,044,000 円×1.31%＝13,676 円

6,100 円×2人＝12,200 円

13,676 円＋12,200 円≒25,800 円
（100 円未満切り捨て）

1,044,000 円×1.55%＝16,182 円

13,000 円×2人＝26,000 円

16,182 円＋26,000 円≒42,100 円
（100 円未満切り捨て）

均等割額

計

医療給付費分 後期高齢者支援金等分 介護納付金分

軽減割合
７割 ３３万円

３３万円＋２６万５，０００円（２６万円）×加入者と特定同一世帯所属者の数 ※
３３万円＋４８万円（４７万円）×加入者と特定同一世帯所属者の数 ※

５割
２割

軽減対象となる所得基準
均等割額の軽減措置について
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93億342万円

収入済総額

民 生 費

総 務 費

土 木 費

教 育 費

衛 生 費

消 防 費

公 債 費

議 会 費

商 工 費

そ の 他

一般会計
134億2,840万円

　一般会計は当初予算で、136億4,080万円でスタートしました。これ

に7回の予算補正と平成26年度からの繰越事業費を合わせ、現在の予算

額となっています。

町　　　税

都 支 出 金

国庫支出金

地方消費税交付金

繰　入　金

繰　越　金

使用料及び手数料

地方譲与税

そ　の　他

歳  入

125億7,614万円
支出済総額

歳  出

予算現額

住民1人当たり
37万1,833円

※住民１人当たりの額は平成28年3月31日現在の人口（33，822人）で割った金額です。
※予算現額には予備費充用額を含みます。

住民1人当たり
35万7,080円

収入済額
予算現額
支出済額

（平成28年３月３１日現在）平成27年度 予算の執行状況

特別会計 予算現額 収入済額  （収入率％） 支出済額  （執行率％）
42億9,808万円
8億6,477万円
8億6,311万円
18億7,088万円
5億8,480万円

669万円
5,924万円
870万円
162万円

85億5,789万円

120億7,715万円

66億8,037万円
66億6,228万円

48億6,641万円
45億6,040万円

19億9,183万円
15億4,851万円

7億4,884万円
6億8,693万円

1億7,983万円

1億1,325万円
1億 86万円

4億 517万円
4億 493万円

6,802万円
4,795万円

20億3,304万円
19億1,395万円

8億6,096万円
8億6,096万円

16億1,767万円
12億5,506万円

2億8,683万円
2億8,683万円

4億8,850万円
1億5,234万円

4億5,083万円
4億4,181万円

1億7,831万円
1億7,102万円

7,946万円
7,946万円

◆土　地‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 53万7,453㎡
◆建　物‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥8万6,588㎡
◆基金総額‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 88億5,558万円

町の財産

43億1,774万円
3億  323万円
8億2,586万円
18億 396万円
5億7,214万円

152万円
597万円
274万円
112万円

78億3,428万円

(91.3)
(35.1)
(83.0)
(87.6)
(99.0)
(22.9)
(10.0)
(31.9)
(69.4)
(84.2)

(90.8)
(100.0)
(86.7)
(90.9)
(101.2)
(101.0)
(99.4)
(101.3)
(99.8)
(92.0)

47億3,098万円
8億6,477万円
9億9,517万円
20億5,818万円
5億7,790万円

662万円
5,959万円
859万円
162万円

93億 342万円

◆一般会計事業債 34億5,495万円
◆特別会計事業債 45億2,352万円

町債の状況

‥‥‥‥‥‥‥‥

‥‥‥‥‥‥‥‥‥

国民健康保険
駅西土地区画整理事業
下 水 道 事 業
介 護 保 険
後期高齢者医療
殿ケ谷財産区
石 畑 財 産 区
箱根ケ崎財産区
長 岡 財 産 区
特別会計合計

1億8,604万円

13億3,589万円
14億4,441万円

16億 9万円
17億3,655万円

18億6,788万円
16億1,176万円

国有提供施設等所在
市町村助成交付金等

7億5,243万円
7億5,243万円

問合せ　企画課 　　557－7483

特別会計
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平成28年度平成28年度平成28年度 後期高齢者医療保険料後期高齢者医療保険料後期高齢者医療保険料�������	
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※賦課のもととなる所得金額とは、前年の総所得金額および山林所得金額ならびに株式・長期（短期）譲渡所得金額などの合計
から基礎控除額33万円を控除した額です（ただし、雑損失の繰越控除額は控除しません）。

　平成28年度の保険料および軽減措置が決定しました。７月中旬に保険料決定通知および保険料納入通知書が郵送されます。
保険料は、皆さまが病気やケガをしたときの医療費などの支払いに充てるため、医療費の自己負担分（１割または３割）
を除いた医療給付費の約１割を保険料として納めていただきます。残りの約５割が公費（国・都・区市町村）、約４割が
現役世代からの支援金でまかなわれています。
　保険料率は、法令に基づき２年間の医療給付費などに応じて定めることになっています。平成28・29年度（平成28年
4月1日～平成30年3月31日）の保険料率は、平成28年1月の広域連合議会において議決され、改定しました。
　後期高齢者医療制度の安定的な運営のため、ご理解くださいますようお願いします。

①均等割額の軽減
　同じ世帯の後期高齢者医
療制度の被保険者全員と世
帯主の「総所得金額などを
合計した額」をもとに均等
割額を軽減しています。

④保険料の計算例

③被扶養者だった方の保険料の軽減
　後期高齢者医療制度の対象となった日の前日まで会社の健康保険など（国保・国保組合は除く）の被扶養者だった
方は、均等割額が９割軽減された額となり、所得割額はかかりません。

②所得割額の軽減
　被保険者本人の｢賦課のも
ととなる所得金額｣をもとに
所得割額を軽減しています。

　今年は2年に1度の更新年です。新しい被保険者証は、7月中旬に簡易書留
で郵送されます。

　所得に応じて、保険料の軽減があります（軽減には確定申告をはじめ、所得の申告が必要となる場合があります）。

平成28年度平成28年度平成28年度 後期高齢者医療保険料後期高齢者医療保険料後期高齢者医療保険料平成28年度 後期高齢者医療保険料

保
険
料
の
決
め
方

＝ ＋東京都の保険料額
（限度額57万円）

均等割額
被保険者1人当たり
42,400円

所得割額
賦課のもととなる所得金額※ 
× 東京都の所得割率　9.07％

保険料の軽減について

軽減割合

2割

8.5割

9割

5割
33万円以下で9割軽減の基準に該当しない

33万円以下で被保険者全員が年金収入80万円以下
（その他の所得がない）

33万円＋（26 万 5,000 円×被保険者の数）以下
33万円＋（48 万円×被保険者の数）以下

総所得金額などの合計が下記に該当する世帯
【均等割額の軽減基準】

15万円以下
20万円以下
58万円以下

①※
②※
③

100％
75％
50％

賦課のもととなる所得金額 軽減割合
【所得割額の軽減基準】

単身世帯で、公的年金収入200万円のみで、他の所得がない場合
　　均等割額：200万円－120万円(年金控除額)－15万円(高齢者特別控除額)＝65万円
　　基準額65万円は均等割額の2割軽減に該当します。
 42,400円×（10割ー２割）＝33,920円…（ア）　　　　　　　　　　　
　　所得割額：200万円－120万円（年金控除額）－33万円（基礎控除額）＝47万円
 47万円×9.07%×50%（軽減率）　＝21,314円…（イ）
　　保険料額：（ア）＋（イ）＝55,200円（年額）（100円未満切り捨て）

問合せ
▶保険料については
　住民課　　557―7578　　
▶制度のことは
〈土・日曜日、祝日を除く午前9時から午後5時まで〉
　　広域連合お問合せセンター
　　　　　0570―086―519
　　IP電話（ひかり電話）、PHSの方は
　　　　　03―3222―4496 へ

※６５歳以上（平成28年１月１
日現在）の方の公的年金所得に
ついては、　その所得からさら
に高齢者特別控除１５万円を差
し引いた額で判定します。
※被保険者とは後期高齢者医
療保険制度に加入している方
のことです。

被保険者証の更新

※①②は、東京都後期高齢
者医療広域連合独自の軽減措
置です。
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